


傾斜角にかかわらず、不同沈下により対象建物に財物
の損壊が発生し、賠償責任を被保険者が負担した場合
に補償されます。

延床面積による制限はございません。大型物件でも
適用可能です。

対象地盤に、擁壁および擁壁下部の地盤も含みます。
（擁壁単体の補償を行うものではございません。）

木造・鉄骨造等の構造種別や、住宅・非住宅等の
建物の用途は問いません。

建物高16m以下、地上4階以下の建築物が対象です。
基礎や地下室等その他付帯設備および増改築部分も
含みます。

在住ビジネスの協力会社による地盤補強工事であれば、
工事の工法による制限はございません。

お引渡しから20年の補償です。
さらに、基礎着工からの建設工事期間中も補償期間です。

新築物件と同様の補償内容で沈下修正工事にも付保
可能です。
※沈下修正工事においては工法に制限がございます。

補償期補償期間2020年+α+α 沈下修正工事沈下修正工事にも適用可能適用可能

不同沈下事故により対象建物に財物の損壊が発生し、被保険者（以下フロー図参照）が法律上の賠償責任を負担した場合の費用について
保険金が支払われる地盤補償です。保険金を受け取れる被保険者を3者に設定することで、倒産リスクに備えた仕組みになっています。

在住ビジネスの登録地盤会社が行った対象業務（地盤調査・地盤補強工事）に起因して財物の損壊（不同沈下による損害）が発生し、
法律上の賠償責任を被保険者が負担した場合に補償されます。選べるプランで、物件に合わせた安心の補償を提供します。

選べるプラン選べるプラン選べるプラン

2,000

6,400

対象建物の修復費用

最大保険金額

住宅等
小規模物件

非住宅
大規模物件

対象建物の修復費用

5,000万円のうち
対象地盤の修復費用　　　　　　　　　　万円（上限）

5,0001事故につき 万円（上限）

Standardプラン

1億円1事故につき （上限）

5,0001億円のうち
対象地盤の修復費用　　　　　　　　　　万円（上限）

Premiumプラン

※適用可能な条件は右ページをご確認ください。
※Premiumプランを選択の場合は追加費用が発生いたします。補償金額以外は各プラン同様の内容です。
※事故現場保存・事故原因究明費用は、損害未確認での初期対応（レベル調査費用等）も保険金請求が可能です。

200 万円（上限）
200 万円（上限）
1,000 万円（上限）

万円（上限） 1億1,400最大保険金額 万円（上限）

仮住居費用

事故現場保存・
事故原因究明費用

訴訟対応費用

200 万円（上限）
200 万円（上限）
1,000 万円（上限）

仮住居費用

事故現場保存・
事故原因究明費用

訴訟対応費用

新築住宅 新築アパート 小規模店舗 低層マンション 倉庫・工場 その他非住宅

推奨物件 推奨物件

地上4階以下
高さ16m以下


